
（１） 非正規労働者に対する適用範囲の拡大  
   雇用保険の適用基準である「６か月以上雇用見込み」（業務取扱要領に規定）を「３１日以上雇用見込み」 （雇用保険法に 
  規定）に緩和 

 

 

１．雇用保険の適用範囲の拡大 

 

 

雇用保険法等の一部を改正する法律の概要【当初予算関連。平成２２年３月３１日公布】 

  現下の厳しい雇用失業情勢を踏まえ、非正規労働者に対するセーフティネット機能の強化、雇用保険の財
政基盤の強化等を図る。 

（１） 雇用保険二事業（事業主からの保険料負担のみ）の財源不足を補うため、失業等給付の積立金から借  
      り入れる仕組みを暫定的に措置 

２．雇用保険二事業の財政基盤の強化 

 
（（１）は平成２２・２３年度についての暫定措置、（２）は平成２２年度についての暫定措置） 

施行日：平成２２年４月１日（１．（２）については、政令で定める日（公布日から９月以内）） 

（２） 雇用保険に未加入とされた者に対する遡及適用期間の改善 
  ○ 事業主が被保険者資格取得の届出を行わなかったため未加入とされていた者のうち、事業主から雇用保険料を控除さ 
   れていたことが給与明細等の書類により確認された者については、２年（改正前）を超えて遡及適用 
  ○ この場合において、事業所全体として保険料を納付していないことが確認されたケースについては、保険料の徴収時効 
   である２年経過後も保険料を納付可能とし、その納付を勧奨 

 

 

（２） 雇用保険二事業の保険料率に係る弾力条項の発動を停止 
  ＜改正前＞ ２１年度の保険料率 ３．０／１０００（弾力） → 現行規定によれば２２年度も３．０／１０００（弾力）  

  ＜改正後＞ ２２年度の保険料率 ３．５／１０００（弾力条項の発動を停止し、原則どおりとする）  

失業等給付に係る22年度の保険料率（労使折半）［告示］ 
 ・原則16/1000のところ12/1000とする（参考：21年度の保険料率は、前回法改正により1年限りの特例措置として8/1000） 



 
 
 
 
 
 

○ 平成２１年雇用保険法改正に併せ、短時間労働者の適用基準を「１年以上雇用見込み」から「６か月  

 以上雇用見込み」に緩和（業務取扱要領を改正） 

○ 現在、「６か月以上雇用見込み」要件のために適用が受けられない者がいるが、非正規労働者に対す

る  

 雇用のセーフティネット機能の強化を図るため、更なる緩和が必要 

改正の背景 

非正規労働者に対する適用範囲の拡大 

○ 短時間労働者についての適用基準である「６か月以上雇用見込み」を「３１日以上雇用見込み」に緩  
 和する。 
 
 ＜改正前＞  
  「週所定労働時間２０時間以上」 
  「６か月以上雇用見込み」（業務取扱要領に規定） 
  
 ＜改正後＞  
  「週所定労働時間２０時間以上」 
  「３１日以上雇用見込み」（雇用保険法に規定） 
 

○ このほか、現行の業務取扱要領において適用除外としている「週所定労働時間２０時間未満の者」、 
  「昼間学生アルバイト」等についても、法律に規定。 

改正の内容 

主たる雇用関係 

における 

週所定労働時間 

20時間未満 適用除外 

20時間以上 

31日以上の雇用が 
見込まれるか 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

一般被保険者 

日雇労働 
被保険者 

〈改正後〉 


